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Ⅰ. はじめに
精神障害者は, わが国において長らくの間, 治安維持及び治療の対象として捉え続けられてき
た. それが, 1970 年からの小規模作業所 (以下, 作業所) づくりや, 精神保健法 (1987 年) の
制定による精神障害者社会復帰施設の法定化等により, 徐々に福祉の対象として位置付けられる
ようになってきたのである(1). また, 同法は人権擁護に主眼をおいていたこともあり, 精神科病
院は ｢入院届｣ 等の新たな書類作成等に忙殺させられることになったが, 一方で, 退院支援を積
極的に行なっている PSW(2)等も少なくなかった. 振り返ると, この 1980 年代後半から ｢精神
障害者の生活支援｣ についての研究及び実践が動き出したといえるのではないだろうか.
先進的な生活支援の実践は, 精神障害者が地域で暮らすことが可能であることを見事に証明し
た(3). その後, 精神障害者は, 1993 年の障害者基本法によって障害者の規定に入り, さらに 1995
年には精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 (以下, 精神保健福祉法) という念願の福祉法
もできた. 加えて, 2004 年時点で 7 万人と国から発表された社会的入院者への退院支援の取り
組みも行われるようになった(4). そして, 2005 年に制定された障害者自立支援法 (以下, 自立支
援法) では, 精神障害者が, 身体障害者, 知的障害者と同じ範疇に入り, 2009 年には法改正が
今まさに行われようとしているのである.
このように, 1980 年代後半から 2009 年の現在までの間, 精神障害者を取り巻く制度・施策は
大きく変化してきたことがわかる. しかし, この性急な 20 年間の変化によって, 精神障害者の
生活は改善されているだろうか. 谷中がこだわっている, ごく当たり前の生活にある ｢ごく｣ の
獲得に向かっていると言えるだろうか (谷中 1996：145-149).
筆者は 1988 年から現在まで, PSWとしての約 20 年間の実践や研究の蓄積に基づいて, 精神
障害者の生活支援には, 経済的基盤, 居場所, 地域生活支援体制が必要であると考えてきた (青
木 2000). 特に, 経済的基盤は, 衣食住というような生活の基礎的部分への充当をはじめ, 最も
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以上のことから, 本稿では障害年金に着眼して, わが国における 1980 年代後半以降の研究及
び実践動向の整理を通して, 精神障害者の生活支援のあり方を考察する. また, タイトルを ｢地




害者と定義することが多い. その代表的なものが精神保健福祉法第 5 条にみることができる.
｢この法律で 『精神障害者』 とは, 統合失調症, 精神作用物質による急性中毒又はその依存症,
知的障害, 精神病質, その他の精神疾患を有する者をいう｣ と定義されている. つまり, 精神医
療の対象者という観点から捉えた内容となっているのである. その数は 2005 年の厚生労働省の
患者調査(7)によると, 約 303 万人となっているが, そこには知的障害を含まない (内閣府 2008：
226). 一方, 負傷や疾病が継続し, 生活に相当な制限を受けることをもって障害と捉えているの






し, 精神障害は外見上や経験則から理解をすることが困難である(9). そのことからも, 正確に精
神障害を知るためには, ①精神障害者自身, ②家族をはじめとする身近なインフォーマルな社会
資源, ③フォーマルな生活支援者からの情報等が欠かせない. 特に, ③を代表する人的社会資源
ともいえる PSWには, ①及び②と連携しながら, ｢精神障害者の生活のしづらさ｣ について理
解し, 医療に伝えていく役割を期待しているのである.
次に, 本稿で規定する精神障害者の実数であるが, それは推測するしかない. なぜなら, 再三
触れてきたように, 必ずしも精神疾患者数と精神障害者数は同数ではないからである. 例えば,
筆者は 2008 年に, 精神障害を事由に障害年金を受給している者を約 47 万人と推測した (青木
2008a：122). ただし, 障害年金は障害状態要件の他に保険料納付要件がある. 加えて, 障害受
容の葛藤から障害年金の受給を望まない者もいる. ということは, 最低でも 47 万人から 303 万
人の範囲の者が精神障害を有しながら, わが国で生活していることになる. だが, この数は決し







わが国において, 社会防衛思想が根強いことは, 私宅監置を容認する精神病者監護法が 1950
年の精神衛生法が制定されるまで残っていた点をみても明らかである. その後, 1965 年の精神
衛生法改正により, 保健所が地域精神保健の窓口機関として位置づくと共に, 精神衛生センター
(現, 精神保健福祉センター), 精神衛生相談員 (現, 精神保健福祉相談員) の設置及び任用に関
する規定ができた. この頃から, 少しずつではあるが, ｢精神障害を有しながら地域で暮らす｣
という考え方が芽生え始めた. しかしながら, 地域で精神障害者の暮らしを支えるための施設は
皆無に等しく, 当初は精神衛生センターのデイケアが細々とその機能を発揮していたにすぎなかっ
た. そして, 冒頭で述べたように, ようやく作業所づくりが全国展開されてきたのである.
このような精神障害者を取り巻く歴史について佐藤は, 治安モデルから治療モデル, そして福
祉モデル(10)へと移行を遂げているとし, それぞれの key 概念として, custody (監護や監禁),
therapy (治療), welfare (福祉) を挙げている. 特に, 福祉モデルについて, ｢ 『病者』 の健
全な面に関心を示す傾向が強いことから, 他のモデルに比べて, 『病者』 の社会復帰は可能とな
りやすい｣ としている (佐藤 1982：172-176). こうして, 1980 年代に入って, 地域で暮らす精




る(12, 13) (岡本 1990).
筆者は, このような論議を受けて, 精神障害者の生活支援論についての時期区分を示した. 谷
中 (1996) の生活支援論を軸に据え, 1980 年代後半から 1990 年代前半までを ｢第 1期｣ とした.
また, 谷中及びその生活支援論に少なからず影響を受けたと考えられる 2000 年代前半までを
｢第 2 期｣ とした. さらに, 谷中の生活支援論に影響を受けつつも, 体系的に生活支援論を整理
した田中 (2001) 及び藤井 (2004) を中心にした 2000 年代中頃までを ｢第 3 期｣ とした. そし
て, 2000 年代後半の現代を ｢第 4期｣ として分類している.
1 . ｢社会復帰｣ という言葉が主流であった頃の生活支援論




半に, 社会復帰という言葉が頻繁に用いられている. このことについて, 藤井克徳は, ｢身体障
害や知的障害の分野では, そのような行政・法令用語は一切ない｣ とし, ｢精神障害分野の特殊
用語｣ としている(14). 裏返して考えれば, 精神科病院から地域社会へ生活の場を移すことが, 精
神障害者にとっていかに困難であるか, ということを普遍的に社会全体が認めていた所以である
ともいえるだろう. このことについて, 中井は ｢社会復帰とは, 社会と病者との折り合い点の発
見であろう｣ とし, さらに, ｢社会が多様であり, 多元価値的であればあるほど, 折り合い点の
発見はやさしい｣ としている (中井 1982：36-37). つまり, 画一化された社会において常識と




ために, 職業・所得・住居などの生活保障を獲得すること｣ が重要であるとし, なかでも障害年
金の有効性について, ｢稼動能力が不十分な単身生活者にも社会参加の道が開けるようになった｣
と指摘している. また, ｢精神病院パラダイス論｣ として, 精神科病院の抱え込み型医療を批判
する等, 医療と福祉の役割を明確に分けていることに加え, ｢支持組織の拠点を作り, それらを
網の目のようにつなげていくこと｣ の必要性を挙げている (蜂矢 1991：103・112・121). 村田
は, ｢精神障害者が地域社会で自立的または自律的な生活を送るために, 特に大切な要因として
『医・職・住』 の保証がある｣ としている. この三つは並列関係というより, 医療継続の保証を
基礎的要素とし, 次のステップとして住まいを位置づけ, その上で働く場の確保を挙げている点
が特徴である. 特に, 働く意義について selfesteem と identity のレベルの問題として捉えるこ
とが大切だとしている (村田 1993：148・161). 吉川は, ｢精神障害者たちが地域で生きていく
ためには 『居・職・従』 や 『慰・飾・什』 が地域に用意されなければならない｣ とした. この理
論の特徴は, 前者の居場所 (居)・働ける場 (職)・支援者 (従) を最も不可欠な基盤要素として
位置付け, さらに, なぐさめ (慰)・かざり (飾)・住まい (什) も重要視しているところにある.
つまり, 村田と比べた場合, 医療を前提とまでは位置付けていない. さらに, 社会的入院の解消
についても, ｢受け皿は社会資源のネットワークのことをいう. ネットワーク化されない社会資
源は孤立的であり, 多くは自己完結である｣ とし, ケアシステムとして働きかけていくことの重
要性を指摘しているのである (吉川 1992：32-33・196).




域が変われば入院中心の医療から通院中心の医療へと変わっていく｣ と述べている (池末 1986：
16). この池末の考えは, 生活モデルの先駆的な研究者として有名なGermain, C. の生態学視点
とも通ずる(15). 寺谷は, ｢精神障害者の社会生活の再構築には, 適切な医療上 (医学的条件) の
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支持も生活上 (社会的条件) の支持も不可分で必須なもの｣ としている. さらに, 生活支持をす
るにあたって, ｢『生活のしづらさ』 は, 相互に関連し合っていることであり, それらの統合化の
支持が伴ってこそ, 精神障害者の自立的な社会生活の営みの獲得に有効性を増す｣ と, 支持とい
う言葉を多用しながら, 生活支援に必要な要素間の関係性について言及しているのである (寺谷
1988：5・205).
第 1 期は, 精神保健福祉領域において, 医療モデルが根強かった社会的背景下, ①精神医療の
継続が不可欠, ②数種類の社会資源の獲得が社会復帰の導入につながる, ということが中心に捉







(1990 年代中頃から 2000 年代前半まで；第 2期)
実践に基づいた独自の理論で精神障害者の生活支援について論及したのが谷中である. この理
論は, 谷中の実践の裏打ちに加えて, 社会福祉的な視点からニーズに対応していたこともあり,
後の精神障害者地域生活支援センター (以下, 支援センター) 構想に大きくつながった. まさに,
社会へ大きな影響をおよぼした理論であったといえる(16).
谷中はインフォーマルな社会資源を重視し, 精神障害者の主体性と関係性に着目した. その中
で, ｢危ない橋を共に渡る経験なくしては, 一体感は生まれてこなかった｣ として, 関係性が共
同体験を通して芽生えることについて述べている. また, その生活支援論の真骨頂ともいえるの
が, ｢ごく当たり前の生活｣ という文節で, その人なりの, その人らしい, という意味が ｢ごく｣
という用語にこめられている. 精神障害者の生活スタイルをそのまま認め, 受け入れ, 生活を可
能にしていくところに特徴をみることができる. そして, 概括的に生活支援の必要な要素として
は, ｢働く場・住む場・憩いの場｣ を挙げている. 特に昼間の憩いの場を通して, 精神障害者は
出会い, 触れあい, 生活の張りや自信を構築し, そのことが病気の自己受容にもつながる, とし
ているのである (谷中 1996：61・148・221). さらに, 谷中ら (｢やどかりの里｣ の PSWたち)
は制度化された支援センターの実践をふまえて, 『生活支援Ⅱ』 という生活支援論の続編を出し
た. 三石は, ｢多くの精神障害者が働くことにより, 生きがいや収入を得るというよりも, 『もう
1つの価値』(17) といわれる質的な価値に重きを置いた生活をしている｣ と指摘する. その一方で,
｢全体の 6割が障害年金と生活保護で生活を成り立たせている. (中略) 生活の質の向上も忘れて




1999：59-61). 谷中が提起してきた生活支援論は藤井達也によって ｢革命的変化｣ と称されるよ
うに, 精神障害者相互の関係性を核にしつつ, 生活支援体制の構築を志向したものであった (藤
井達也 1999：268-269). そこにはノーマライゼーション理念が常に掲げられていると共に, 社
会資源の創造を視野に入れていた点も見逃すことができない.
そして, 谷中以降の生活支援論として, 藤井克徳は, ｢自己の努力と家族の支え (もしくは支
え合い), そしてわずかばかりの社会福祉施策の下で, それこそ綱渡りのような状態で地域生活
を営み続けている｣ と, 精神障害者の地域生活の現状を指摘した. そのうえで, 具体的な生活支
援には, ①働く場, 活動の場, ②生活の場 (住まい), ③所得保障, ④人的支援, の 4 分野の課
題を挙げた. なかでも, 所得保障は生活の基礎的な側面もさることながら, 生活の幅を広げてい
く意味でかけがえの無い意味をもつとした. さらに, ｢大切な施策でありながら, 最も未成熟な
段階に留まっている｣ と所得保障の未整備な状況を指摘している (藤井克徳 1999：124-132).
石川は, ①精神科救急体制の構築, ②社会的入院の解消, ③インフォームド・コンセントと権利
擁護体制の構築, ④他障害と比し立ち遅れている福祉施策の整備の必要性を挙げた上で, ソーシャ
ルサポート・ネットワークの必要性を指摘している. 特に, 精神保健福祉士の活躍に期待すると
共に, 今後有効な人的社会資源としてボランティアの意義について述べている (石川 1999). 加
えて, ボランティア, 精神障害者, 家族, 専門職が担うべき役割の相違点等についても整理した
(石川 2001：8-17). 牧野田は, ｢精神障害者が社会生活をするには, 医・食 (職)・住, そして
仲間が必要｣ と概括した上で, ｢家族の受け入れが困難だったり, 引き取り手がないため長期入
院を強いられる単身者の場合は, 経済的な保障がなければ生活できません｣ としている. 各論部
分では, 食 (職) とせず, 食 (経済生活) として, 所得保障を核とする経済面について論及して
いるところに特徴をみることができる (牧野田 2002：29・35).
第 2期は, 精神障害者は地域生活を十分に行うことができる, ということを前提としたうえで,
それらを具現化する要因に焦点化し始めている. 精神障害者が元来有する力は, 仲間の存在に依っ
て顕在化したり, 支え合うことによりプラスαの力を醸し出すことが可能になる等と論じている
ものが目立つ. したがって, 第 1期に比べると, より生活モデルに基づいた理論が多く見られる
と共に, インフォーマルな社会資源の活用についても積極的に述べられている点が特徴だといえ
る. また, 障害年金との関係性については, 牧野田が生活の基盤として所得保障の必要性を認め
ていることに比し, 三石・藤井克徳は主に生活の質を創造していくためのものとして所得保障を
挙げている. このことから, 障害年金は, 衣食住の確保等の生活の基礎的部分を満たすための側
面と, 趣味や出会い等のQOL(18)部分を創出するための両側面の意義を認めることができる. こ
れらの発想は ｢やどかりの里｣ 等のフィールドを通して, 精神障害者より学び得た実学であると
いえよう.
社会福祉論集 第 121 号
20
3 . コミュニティ, ケアマネジメント, エンパワメントがキーワードとなった生活支援論
(2000 年代前半から中頃まで；第 3期)
2002 年に国は ｢障害者ケアガイドライン｣ をまとめたが, この取り組みは後に精神保健福祉
領域についても取り入れられてきた. 併せて, 精神保健福祉法の改正により, 2002 年度より,
福祉サービスについては市町村を窓口として実施されることが決まる等, 従来から根強かった社
会防衛思想から徐々に, コミュニティへと方向がシフトしていき始めた. これらの背景も相まっ
て, コミュニティ, ケアマネジメント, エンパワメント等が生活支援論の中で多く取り上げられ
るようになった. その代表的なものが田中の生活支援論である. 田中は, 精神障害者を生活主体
者として捉えたうえで, 市区町村を基盤としたトータルなシステムの形成の必要性を指摘してい
る. とりわけ, 精神障害者のエンパワメントについては, 目的概念としてではなく, 実体概念,
支援理論であると述べている. また, 生活支援で必要不可欠な要素として精神障害者の参加を挙
げ, ｢参加の拡大は, 偏見や差別の払拭へつながる｣ と論じている. 加えて, 専門家の役割につ
いて, 地域基盤の総合的な視野と実践の広がりを意識した大きな力量形成が求められる, とした.
さらに, 専門家の新しい役割と評価として, 地域全体のデザイン力とコンサルタント力を挙げて
いる. そして, 総括的には, ｢生活支援の方策は, 住む場, 働く場, 所得保障, 交流の場, 在宅
福祉サービス, 権利擁護の全てにおいてその充実が期待されている｣ とし, 統合的な社会資源の
創出及び利用者主体のシステム作りの必要性を挙げている (田中 2001：4・60・172・257・266).
藤井達也は, ｢リジリアンス (心の回復力・弾力性・復元力) とそれを含むストレングスを活
性化するエンパワメント過程を通して, 精神障害者はリカヴァリー過程を体験し, またアドボカ
シーとともに取り組んで公正な社会を構築していく｣ とした. 特に, これらの鍵になるのが関係
性であるとした. この考えは谷中と共通するが, 藤井は精神障害者と支援者, 精神障害者同士の
関係性に着目している. また, ソーシャルサポート調査を通して, 生活費を親に依存している者
は精神的な拘束を受けることが少なくないことから, 親とのアンビバレントな関係になりやすく,
年金等の経済保障が必要になると指摘した. そして, 住む場・働く場・遊びの場・仲間が地域生
活には必要であるとし, さらに, ｢関係を 1 つ 2 つ追加することで, 他の関係の質も変化するこ
とを理解しておくべき｣ とした (藤井達也 2004：17, 82-83, 151-153).
吉塚は, 地域で実際に生活支援をしている立場から, 作業所について, ｢ストレングスモデル
によって成長してきた社会資源｣ であるとしている. 精神障害者が作業所の利用を通して, 多く
の社会資源と出会ったり, 社会への参加ニーズが芽生える等, 地域生活の拠点としての有効性に
ついて指摘している (吉塚 2001). また岡村は, 単身生活者に焦点化しながら, 精神障害者の人
生を時系列的に捉え, 癒す (健康), 住まう (住居), 働く (雇用), 知る (学習／情報), 食べる
(食事), 着る (衣服), 寝る (睡眠), 遊ぶ (余暇), 愛する (性), 育てる (育児), 集う (仲間),





第 3期は, 第 1期や第 2期で主に見られた精神科病院から地域へという生活支援の在り方から,
地域を当初より舞台にした支援へと移行している. そこでは, 地域社会での生活の全体像を見据




トが見えやすいことと, その意義 (障害部分を社会から補填されている等) が誰からも感じやす
いところにある. そのような特徴をもつ障害年金が, 元々精神障害者が保有している社会資源
(人的・場・ネットワーク等) の中に投じられることにより, 波及効果が見込まれるという発想
だ. つまり, 障害年金を通して帰納的に想定外ともいえる外出機会の増大等というように, 生活
の拡がりが見込めるのではないかと筆者は考えているのである. 加えて, 支援者は生活支援につ
いてデザインしながら, コーディネート, マネジメントしていくことが重要であるといえよう.
4 . 現代の生活支援論 (2000 年代後半；第 4期)
近年においては, セルフヘルプグループ (以下, SHG) やピアヘルパー活動に見られるよう
な, 精神障害者が自らの経験を活かしたり, 可能性に挑戦する機会が増した. 三品は, バーミン
ガム (英国) における生活支援から学んだこととして, ｢生活支援とは, 単に 『衣・食・住』 を
支えるだけでなく, 『生存』 『日々の暮らし』 『生きがい』 を支えること｣ と指摘している (三品
2006). 要するに, 精神障害者は日々の生活に最低限必要なサービスを客体として受給している
限り, 生活に対して意欲がわきにくいといえる. そうではなく, 余暇活動の充実等のQOLを達
成していくプロセスを通してこそ, 生活に対する内発的動機付けが高まるのである. そして, こ
れらのことがひいては, 精神障害者が生きる意味について考え, 生活の主体者として, 日々の暮
らしに向き合うことにつながるといえよう. 次に, 大塚は, 精神科病院等での PSWとしての経
験をふまえ, 生活支援に必要な要素としてピアも含めた資源活用と支援者の連携を挙げている.
その傍ら, 精神科病院から地域移行への障壁として ｢イメージが持てない状況｣ があるとした.







右される, と述べている. さらに, 所得保障の未整備な状況が就労することに影響していること
等を挙げ, 社会整備の必要性を論じた (新保 2006：97-98・118-119). 岩上は, 支援センターの
所長としての立場から, 精神障害者の市民権の再獲得・可能性を信じることと, 精神障害者が主
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体となることの大切さを挙げている (岩上 2007). 新保, 岩上ともに生活支援において, 就労支
援を重要視しているところに共通点をみることができる.
一方, これまで必ずしも生活支援の対象とされなかった重度の精神障害者に対し, 精神科診療
所医師の高木は, ACT(19)の実践によって, ｢生活の中のあらゆる機会をとらえて, 利用者の成功
体験を促進する｣ という考え方を示した. つまり, 既定の医療の枠に囚われず, ニーズを優先し
医療と福祉が連携することができれば, 信頼関係が醸成され, 精神障害者の地域生活が可能にな
るということを実践から導いたのである (高木 2008). 同様に, 精神科診療所医師の野末は, 支
援者には ｢こころ｣ ｢からだ｣ ｢くらし｣ の 3つの視点が求められるとした上で, アウトリーチに
ついて, ｢生活経過の安定化作用に加え, 生きがいの再獲得効果がある｣ としている (野末 2007：




第 4 期では, 精神障害者の生活におけるQOLの意義について多くの示唆を得た. 障害年金を
はじめとする所得保障は, 精神障害者の生活の基礎的部分を充たすための核になる社会資源とい
える. しかし, 精神障害者は生活の基礎的部分の充足のみでは暮らしに対して張り合いが見出せ
ない. 生活の基礎的部分の構築は ｢生きる｣ という意味では必要であろう. だが, ｢生きがい｣
という点においては, それらに加えてQOL部分の達成ができてこそ主体的な暮らしが実現でき
るということだ. そのような点から, 精神障害者は障害年金受給を通して, QOL の向上や生活
の拡がりを志向できるのではないかと考えられるのである. また, 高木の取り組みから, 重度と
される精神障害者であったとしても, 人は生活の質が保たれ, 主体となれば, 地域生活が可能と
なることがわかった. そこには, QOL が高まることによって生活の基礎的部分が構築されると
いう構図が完成するのである(20). ただし, このような意識を精神障害者自身が実感するには, バ
リアのない優しい社会でなければならない (青木 2008b：113-116). ノーマライズされた社会の
構築と, さらに, それらと精神障害者を紡ぐ支援者の役割が重要となる. 住友が指摘するように,
支援者は様々な関係性の中で対話を通して, 人的社会資源として成長が遂げられる. 支援者は,
このように切磋琢磨を続けることによって, ｢精神障害者｣ と ｢障害年金｣ の間に結節点として
の役割をはたすことが可能になるといえよう.
Ⅳ. ま と め
本稿を執筆するにあたって, 約 10 年間 SHGのリーダーとして活躍するG氏と話をする機会
を得た. すると, G氏は ｢生活には経済的な問題がまず一番で, PSWに担ってもらいたいこと




となる. そのことにより, 当初常に気になっていたはずの ｢障害を認める or 障害を認めない｣





(白波瀬 2007：65-85). つまり, 人々は結果の不平等ではなく, 機会の不平等に対して否定的な
のである. 精神障害者に対し, ｢趣味をもつべき｣ と言っても, お金がないことには, 第一歩が
踏み出せないのが現状といえる. 大切なことは, 所得保障は単に空腹感を満たすことにとどまら
ないということだ. 人は経済的に余裕の無い生活が続けば, 暮らしにおいて, 想像力が醸成され
にくくなったり未来への希望が見出せなくなる. 生活支援において重要な点は, これらの機会の
差が仮に 20 年間続けば, 気持ちや実際の行動面において, 精神障害者と社会の間に負の相関関
係 (距離) が働いてしまいかねないということだ.
所得とは人にとってエンジン機能であると考える. そのエンジンが機能することによって, 生
活の基礎的部分の衣食住等が満たされると共に, 日々の暮らしに潤いを感じ, 工夫, 発想の拡が







 わが国において, 精神障害者の作業所が最初に創設されたのは, 京都の ｢あけぼの作業所｣ (1970 年)
とされている (大友 2006：52-53). その後 1980 年代に入って, 全国的に作業所数が増大していった.
その増大してきた要因は, 精神障害者や家族の昼間の活動の場, 居場所に対するニーズの高まり等に加
え, 不十分ながらも国や自治体の補助金制度が大きいと考えられる. これらについては, 藤井克徳によっ
て整理されている (藤井克徳ら 1997：152-160) (藤井克徳 1999：109-121).
 PSWは, Psychiatric Social Worker の略である. ただし, わが国において PSWという言葉を用い
る場合, ①精神保健福祉士, ②精神科ソーシャルワーカー, の略語とすることが多い. 本稿では, ①と
②を含み, 精神保健福祉分野においてソーシャルワーカーとして専ら精神障害者等の支援に携わる者に
対し ｢PSW｣ を用いることにする. なぜなら, 1997 年の精神保健福祉士法の誕生前から精神科ソーシャ
ルワーカーとして実践しているものの, 資格に対する考え方からあえて国家資格を取得しない者もいる
からである. そして, PSWの中でも精神保健福祉士資格を有する者のみをさす場合は ｢精神保健福祉
士｣ というように分けて表記する.
 後述する谷中輝雄らによる ｢やどかりの里：埼玉｣ をはじめ, ① ｢帯広ケアセンター：北海道｣ (門
屋 2003), ② ｢JHC板橋：東京｣ (寺谷 2003), 等の先駆的な実践がはじまっていた.
 国の精神保健福祉対策本部は, 2004 年に ｢精神保健医療福祉の改革ビジョン｣ を発表し, 社会的入院
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の解消として ｢受入条件が整えば退院可能な者約 7 万人については 10 年後の解消を図る｣ とした. 詳
細は次のURL, 文献 (猪俣 2005：92-93) を参照.
http://www.mhlw.go.jp/topics/2004/09/tp0902-1.html
 例えば, 東京都で 2003 年に実施された生活実態調査によると, 都内に居住する 529 人の精神障害者
が 2002 年中に得た収入の種類で多い順は, ｢年金・恩給｣ 52.6％, ｢生活保護｣ 25.7％, ｢就労収入｣ 22.5
％となっている. また, 生活保護費を除く 2002 年の年間収入をみると, ｢50 万～100 万未満｣ が 28.2％
と最も多く, ついで ｢収入なし｣ が 24.2％と続く. 150 万円以上の者は全体の中で約 1割程度である.
精神障害者の多くが受給している 2009 年度の障害基礎年金 2 級の年額が 792,100 円ということを考え
れば, 障害年金が精神障害者の収入の中心に位置づいていることが導ける (東京都 2004：199-204).
 精神障害者の生活支援にはたす障害年金の意義について, 青木は以下の 6点を挙げている, ①生活の
基礎的な部分への充当 (衣食住をはじめとする直接的な効果), ②社会的扶養 (親からの小遣いの授受
というような精神的な呪縛からの解放), ③生活の拡がり (余暇活動への参加等), ④現実感の芽生え
(障害年金が振り込まれる預貯金通帳の自己管理を通しての生活観の醸成等), ⑤生活支援者との信頼関
係の構築 (障害年金支援プロセスを通して支援者の意義と役割の明確化), ⑥視点の拡がりによる障害
受容 (上記①～⑤を通して, 物理的及び意識面での世界が拡がることによる視点の変更), (青木 2005).
 厚生労働省が 5年に 1回, 入院者と在宅者に分けて調査しているものである.
 精神疾患と精神障害の関係性, 精神保健福祉法と障害者基本法による障害の捉え方の相違点等につい
ては, 青木の整理を用いたい (青木 2007：15-18).
 精神障害者の理解のしづらさについては, 以下の文献により青木が述べている (青木等 2008b：113-
115).
 ここでいう福祉モデルは, 治安モデルや治療モデルと同様に, 歴史的な特徴を示したものであり, 後
に紹介する ｢生活モデル｣ とは異なるカテゴリーである.
 ｢精神医療万能論｣ や, ｢医療が地域を取り込む｣ というような議論がこの頃より活発に主張されるよ
うになった. その当時の代表的な批判的見解については, 浅野が以下の文献にまとめている (浅野 2000).
 わが国において, 生活モデルが飛躍的に広まったのは, Germain, C. のライフモデルが翻訳されて以
降のことである. Germain は, 生活モデルについて, 以下の 3点を指針として挙げた. ｢①人間の成長
力と適応への潜在的可能性にかかわっていくこと. ②援助媒体としての環境を動かすこと. ③環境の要
素を変えていくということ.｣. その上で, ｢ 『生活モデル』 は, 問題を病理の反映としてではなく, 他
人や, 物・場所・組織・思考・情報・価値を含む生態系の要素の中の相互作用の結果として捉える｣ と
している (Germain, C., 1992：8・11).
	 谷中は, 社会復帰活動 (医療モデル) に対して, 生活支援活動 (生活モデル) を用いている. 例えば




いても, 法律の目的に明文化されている (藤井克徳 1999：106-108).
 Germain, C. は, ｢生態学視点からいえば, すべての有機体は良好な適応状態に到達し, あるいはそ
れを継続させるために, 『環境』 を変化させ, またはそれ自身を変化させるための適応段階を踏んでい
く. 『人間』 における 『適応』 (adaptation) とは, 『環境』 を変化させるための社会的・文化的方法論
の積極的かつ創造的な活用であり, 従って 『環境』 が 『人間』 のニーズや向上心に追随していくのであ
る｣ としている (Germain, C. 1992：140). これは, まさに池末が述べた内容と同様の意をもっている
と考えられる.
 精神障害者のニーズに基づき生活支援の実践を展開した谷中は, かつて全国精神障害者社会復帰施設
協会の会長をしており, ｢精神障害者地域生活支援センター構想｣ をもっていた. 谷中は, 何度か国へ




このことについては ｢やどかりの里｣ 常務理事で, ｢やどかり情報館｣ 館長の増田が後にまとめている
(増田 2005).
 QOLは, Quolity of Life の略である. 土井 (2004：176-180) はその定義として, ①身体的状態, ②
心理的状態, ③社会的交流, ④経済的・職業的状態, ⑤宗教的・霊的状態, の 5つの領域を ｢レベル 2｣
とし, そして, その 5 つを構成する要素を ｢レベル 1｣ として定義している. 本稿では, 土井が示すこ
れらの要素は相互に影響しながら, ｢主観的に生活の質が実感できている状態及びそのプロセス｣ を
QOLと位置付けたい.
 ACTは, Assertive Community Treatmennt の略で, わが国では ｢包括型地域生活支援プログラム｣
と訳されている. これまで地域生活が困難とされていた重度の精神障害者に対し, 積極的なアウトリー
チを 24 時間体制のもと多職種協働で実施するところに特徴がある.
 ｢生きる｣ ための要素が生活の基礎的部分 (1 階部分) とすれば, ｢生きがい｣ につながる要素がQOL
(2 階部分) という構図を筆者はこれまで描いてきた. つまり, ｢1 階を整えないことには 2 階へはいけ
ない｣ という捉え方である. しかし, そうではなく, 両者が同じフロアに位置付き相関関係にある, と
いう構図の方が的を射ているといえる. (青木 2009：239-241)
 精神障害者がこれまでの疾患及び障害を活かした取り組みは SHG等をはじめ, 全国各地で見られる.
その代表的なものが北海道浦河の ｢べてるの家｣ の活動といえる (浦河べてるの家 2005). 大切なこと
は, 精神障害者がこれまでの体験を活かすことによって, 社会で自分が生かされる, という社会関係で
あるといえよう.
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